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いて、一層の開発を進めるため、国総研ではより専

門的で高度な知見を有する大学等との連携（国交省

による河川砂防技術研究開発制度を活用した委託研

究）による技術開発も同時に進めている（表-1）。 

 

表-1 研究開発内容と研究機関 
研究 研究開発内容 研究機関 

①  
低周波の弾性波を用いたコンクリートダ

ムの亀裂検知および強度分布把握手法 

首都大学 

東京ほか 

②  
超広帯域SAセンサによるコンクリートダ

ム堤体内部のひび割れ進展・評価 

京都大学

ほか 

③  

リモートモニタリングシステム赤外線・

弾性波を活用したコンクリートダム堤体

のひび割れ・打継ぎ面の非破壊による可

視化評価技術 

富山県立

大学ほか 

 

このうち研究①（表-1）では、大規模構造物であ

るダムでも透過力が期待出来る低周波弾性波を利用

することで、到達時間の遅延や減衰などから堤体内

のひび割れ検出が可能か検討を進めている（図-2）。 

 

 
図-2 低周波弾性波によるひび割れ推定 

（監査廊内-表面間の観測波形とその遅延） 

 

研究②（表-1）では、幅広い周波数帯での弾性波

観測が可能なセンサや弾性波トモグラフィ技術（図

-3）を用いてひび割れ等の内部変状の検出技術の開

発を進めており、堤体内での微小な弾性波であるAE

（Acoustic Emission）も活用した状態監視法の開発

を目指している。 

 

 
図-3 弾性波トモグラフィによるひび割れ深さ推定

（ボーリング調査結果と出力結果の比較） 

研究③（表-1）では、堤体内ひび割れの検出に弾

性波を用いる場合の各種分析法（図-4）の適用性等

について、UAVを利用した赤外線や可視画像での表面

状態調査との組合せも視野に検討を進めている。各

研究とも弾性波の計測からボーリング調査でのひび

割れと概ね整合する推定結果が得られており、引続

き実用化に向け研究を進める予定である。 

 

 
図-4 弾性波での堤体内部ひび割れの探査 

（表面波探査の実施状況） 

 

 このほか国総研では、フィルダムを対象とした非

破壊調査技術として電気探査技術に注目し、大規模

地震時等にひび割れが生じた際、その深さを迅速に

把握するための探査用注入材料の研究も進めている。

これまでの屋外実験では、市販の自己充填材に電解

質（塩化カルシウム水溶液）を混合した材料を用い

れば、堤体材料との比抵抗差によりひび割れの検出

が可能となり、また、ひび割れへの充填性が高く周

辺に浸透しにくいことでひび割れ深さが比較的良好

に再現できる結果が得られている（図-5）。 

 

 
図-5 電気探査によるひび割れ検出例（盛土地盤） 

 

３．今後の展望 

本稿で紹介した各種調査技術は、引続きダムでの

適用方法や留意点等について検討を進め、既往の各

種調査・診断技術とともに、現場での点検等に活用

できる技術資料等にまとめていきたいと考えている。 

↓：入力（掛矢）
全9箇所

↑：受信（加速度センサ）
全8ch

･
･

模擬ひび割れの位置
ひび割れ幅4㎜、深さ50cm
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解消に向けて 
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１．はじめに 

2017年7月の九州北部豪雨、2018年7月の西日本豪

雨、2019年10月の台風第19号など、激甚な洪水災害

が各地で発生している。 

気候変動影響が指摘される大規模豪雨・洪水が頻

発し治水施設の設計規模を上回る洪水が続発してお

り、治水施設の整備を促進するとともに、氾濫時の

被害防止・軽減対策を促進するための浸水想定図等

の水害リスク情報の社会での共有が一層重要となっ

ている。 

住民に水害リスク情報を周知する重要なツールの

1つとして自治体発行のハザードマップがあるが、同

マップに記載される水害リスク情報には国や都道府

県が作成した洪水浸水想定区域図等が用いられてい

る。この洪水浸水想定区域図については、実洪水時

の浸水範囲と一致していたと報道されるなど、社会

的な重要性がますます増している。 

 

２．中小河川の水害リスク情報空白域 

 洪水浸水想定区域の指定は、水防法に基づき一部

の河川(洪水予報河川・水位周知河川)において河川

管理者に義務づけられており、2,063河川(2019年10

月時点速報値)で指定されている。 

しかし、総延長約11万kmにものぼる都道府県管理

河川の多くは、上記河川への指定が行われておらず、

したがって洪水浸水想定区域図作成の義務がない。

上記指定が行われていない河川を以下「その他河川」

と呼ぶ。その他河川沿い（洪水リスク情報空白域）

は、本来水害リスクが高い場所でも「洪水に対して

安全な場所」と誤解され避難所や避難路が設定され

る可能性があり、リスク周知のための情報の提供が

極めて重要である。2019年10月の台風第19号におい

てもその他河川の洪水リスク情報空白域で激甚な洪

水被害が発生している（図-1、表）。 

なお、その他河川で浸水想定図等の水害リスク情

報が提供されていない主な理由としては、対象河川

の延長が膨大な中で、浸水想定を行う際に必要な河

川の縦横断面データの取得等が予算・人員の制約の

中で困難であることが挙げられる。 

 

３．リスク情報空白域解消に向けた取組み 

上述の制約を踏まえ、水害研究室では水害リスク

情報空白域を解消することを最優先とし、LP(航空レ

ーザ測量)データに基づく河川の縦横断形状を用い

た簡易的な水害リスク情報作成手法1）を開発し、現

場実装に向けた下記研究・検討支援を行っている。 

 

 

図-1 洪水浸水想定区域外浸水事例（2019年台風第

19号）（左：浸水推定段彩図（国土地理院）、右：

洪水浸水想定区域図（仙台河川国道事務所）に加筆 

赤×印は静岡大学牛山教授資料に基づく人的被害

発生位置） ※国土交通省水管理・国土保全局資料

3)より 
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表 2019年台風第19号による決壊河川数一覧 

 

※国土交通省水管理・国土保全局資料3）より 

 

① 自治体における避難計画検討での活用 

その他河川沿いのリスク情報空白域における避難

計画検討を支援するため、内閣府、国土交通省水管

理・国土保全局河川環境課水防企画室、県、市・村

等と連携し、2市村のモデル河川において簡易的な浸

水想定図(図-2)を試作し、自治体における避難計画

検討を支援している。 

同図の作成に当たっては、昨年度まで水害研究室

で試作してきた複数規模の洪水ごとの想定浸水範囲

の重ね合わせ図よりも、想定最大規模の洪水におけ

る想定浸水深分布図が欲しいとの意見を踏まえ、図

-2のとおり試作している。 

さらに、住民を含む現地での会合に参加し住民・

自治体担当者等と意見交換を行っている。浸水実績

や現場の状況等を踏まえた浸水しやすい場所のイメ

ージと簡易的な浸水想定図がおおよそ合っていると

の声があり、その他河川のリスク情報空白域での 

 

 

図-2 簡易的な浸水想定図（想定最大規模：試作版） 

避難計画検討における同図の活用が一定程度有効で

あるとの手答えを得ている。 

② 中小河川の水害リスク評価に関する技術検討会 

その他河川のリスク情報空白域解消に向け、LPデ

ータを活用した簡易的な浸水想定手法等の技術的な

検討を行い「手引き」2)を拡充することを目的に「中

小河川の水害リスク評価に関する技術検討会」3)（座

長：池内幸司東京大学大学院教授）が国土交通省水

管理・国土保全局により設置された。2020年1月7日

に開催された第１回検討会では簡易化する際の計算

条件等について議論が行われ、計算精度やバックウ

ォーター等の現象の評価が重要という学識者委員か

らの意見が出されるとともに、その他河川の浸水想

定図を提供することに対する世間のニーズが高いと

の自治体委員からの意見等が出された。2020年6月を

目途に手引きを拡充すべく、引き続き検討が進めら

れる予定である。 

 

４．研究の展望 

中小河川沿いのリスク情報空白域解消に向けた簡

易的な浸水想定図の作成・公表を都道府県と調整し

つつ順次進めていくとともに、同図の防災・都市計

画分野での具体的活用方法などについて引き続き研

究していく予定である。 

 

☞詳細情報はこちら 

1)航空レーザ測量データを活用した中小河川におけ

る簡易的な水害リスク情報作成手法の提案，河川技

術論文集，第25巻，pp.31-36，2019年6月 

2)国土交通省水管理・国土保全局河川環境課水防企

画室・国総研河川研究部水害研究室：中小河川にお

ける簡易的な水害リスク情報作成の手引き，

http://www.mlit.go.jp/river/shishin_guideline/

pdf/chushou_kaninarisuku_tebiki.pdf，2018年12

月 

3)中小河川の水害リスク評価に関する技術検討会， 

https://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/t

yusyokasen/index.html，2020年1月 
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